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初期地域 リハ ビリテーシ ョン事業の今 日的意義 と教育研究課題

伊藤 日出男*

Reassessment of community-based rehabilitation in its earliest 

  stages in Aomori, and its influence today on educational 

                  research issues 

 H H.  Ito*

Summary: 

The activities of the so-called 'Rehab-School' and 'Visiting Team' for stroke patients and their families were 

organized by public health nurses and physical therapists in the early 1970s in Aomori prefecture. The purpose of 

this report is to identify activities involving community —based rehabilitation (CBR) in its earliest stages in Aomori, 
and to discuss its influence today on educational research issues. 

Method: 

In July 1998, a follow up study was performed by a physical therapist (author) and a public health nurse at 

Tenmabayashi village in Aomori prefecture, fifteen years after CBR activities began. In interview, two spouses 

of stroke patients who survived for fifteen years after suffering from a stroke, said that 'Visiting Team' activities 

gave disabled people better functional abilities and improved their quality of life, and that this had influenced local 

government policies and strategy for the disabled in their area. 
Conclusion: 

The physical therapists in Aomori had a so-called 'intellectually hungry mind' even though there were only eleven 

members of their association in the 1970s, and their activities were widely recognized not only by the disabled but 

also by the local community.We need to have more appropriate methodology for assessing CBR activities, and it 

is necessary to have well-constructed curricula for teaching CBR at college level. 

(J. Aomori Univ. Health Welf. 1 : 109-117, 1999)

　　　　　　　　Ⅰ 　 はじめに

　 日本の理学療法士が,在 宅障害者の生活実態を知るた

めに本腰 をあげて取 り粗む ようになったのは,昭 和58

(1983)年 から施行 された老人保健法による機能訓練事業

(「リハ ビリ教室」と略称された)か らであろう。それ以

前から,一 部の地方においては在宅障害者 を対象 とする

いわゆる地域 リハビリテーションは行われていたが ,全

国的に普及 していた訳ではなかった1)。

　そのような状況の中で,昭 和46(1971)年 から実施 さ

れた青森県 における県衛生部 と青森県理学療法士会の協

力による 「家族のためのリハ ビリ教室」 と,保 健婦 と理

学療法士 による 「チーム訪問」は,当 時においては画期

的な事業 と高 く評価された2)。

　本稿では,青 森県の単独事業 として展開された草創期

の地域 リハビリテーションを現在の視点から再評価 し,

その今 日的意義を考察する。また,理 学療法士養成機関

において,地 域 リハ ビリテーションが教育研究の対象 と

してどの ように取 り組 まれてきたかを概観 し,今 後の教

育研究課題について展望する。

　なお,本 稿 における 「地域 リハビリテーション」の用
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語については,地 域社会を基盤 として理学療法士が主体

的に関与する実践活動 と位置付 け,「地域理学療法」 とは

特に区別 しないで使用する。

　　　　Ⅱ 「家族のためのリハ ビリ教室」及び

　　　　　　　　「チーム訪問」事業の概要

　青森県が昭和45年 に弘前大学医学部衛生学教室の協力

を得て実施 した青森県農山漁村健康調査によると,推 計

された脳卒中後遺症者14,500人 の中で,9,700人(67%)は

リハ ビリテーション医療 を受けたことがないという状況

にあった3)。 この調査 を基に,青 森県では翌年からこれ

らの放置されている在宅脳卒中後遺症者 を持つ家族を対

象 として,家 庭でできる運動や看護技術の普及 を目的 と

して,理 学療法士 と保健婦 による「家族のためのリハ ビリ

教室」と名付けられた2日 間のチーム活動 を実施 した4)。

　 「家族のためのリハビリ教室」の内容は,初 日は理学

療法士2名 と数人の保健婦によって,そ れぞれ分担 して

日常生活動作(ADL)と 家庭看護の実技指導 を行い,2

日目は保健所長及び福祉事務所関係職員 も参加 して懇談

会を行 うものであった。初年度 はllケ 所で231人 の家族

を対象 にして開始されたが,翌 年からは家族だけでな く

家庭奉仕員や一般地域住民も聴講者として参加するよう

になった。

　 昭和48(1973)年 からは,在 宅の脳卒中後遺症者 を直

接指導する 「チーム訪問」が実施 された。「家族のため

のリハビリ教室」は,対 象は家族で しかも集団指導であっ

たのに対 して,「チーム訪問」は寝たきりの人々を対象 と

して,主 治医の了解 を得た上で保健婦 と理学療法士が訪

問によって直接指導 を行 うものであった。昭和57年 度か

らは県内1～2ケ 所 を選定 し年間を通 じて5日 間実施 さ

れた。　 これらの事業を実施するにあたっては,青 森県衛

生部公衆衛生課及び担当保健所 と青森県理学療法士会が

十分な事前協議 を行い,プ ログラム,テ キス ト,ス ライ

ドの作成,看 護用品の準備,ま た各地区医師会や関係機

関等 との連携 を図った上で慎重に進め られた。ちなみに,

「歩む日のために」 と名付 けられた理学療法士会作成の

テキス トは,そ の後20年 間に改訂4版 を重ねた5)。

　 当時,昭 和44(1969)年7月 に11人 の理学療法士 によっ

て結成された青森県理学療法士会は,臨 床経験発表会や

中央か ら講師 を招聘 しての研修会などを活発に行い,そ

れに伴って運営資金の不足に悩んでいた時期でもあった。

理学療法士会では県に対 して補助金 を申請 したが,10数

人の職能団体に対する助成は到底無理な話であった。そ

こへ県公衆衛生課か ら要請のあった 「家族のためのリハ

ビリ教室」に対 して,理 学療法士会事業 としてこれに全

面的に協力 し,講 師謝金の半額 を同会に納入させるとい

うかなり強引な方法で資金の確保を図ることになった。

会員が事業 に協力 す ることによって納入 された年額

12,000円 という会費は,当 時は勿論現在において も社団

法人日本理学療法士協会(協 会費は別に11,000円)の 支

部組織の中では最 も高額 な会費である。

　 このように,リ ハ ビリテーションという言葉がまだ一

般 に知 られていなかった昭和40年 代 に,青 森県の理学療

法士が保健婦 とチームを組 み,組 織的な地域 リハ ビリ

テーションを展開した活動は,関 係者によって全国に紹

介 され注 目を集めた6－8)。 昭和52(1977)年 当時,十 和

田保健所 に勤務 し管内の地域 リハビリテーション事業に

従事 した山崎 トコ保健婦によると,こ れらの事業は次の

ように総括 されている8)。

　 1)医 療従事者 としての理学療法士 に対する理解が深

　 められた。

　 2)病 院に対する住民の意識が変わ り,専 門病院への

　入院希望者が増加 した。

　 3)早 期機能訓練の必要性が理解 されてきた。例えば

　安静第一 という従来の看護の考え方が改められ,良 肢

　位保持や体位変換,早 期訓練などの必要性が理解 され,

　 それを家族 にも指導で きるようになった。

　 「家族のための リハビリ教室」は平成2(1990)年 の

事業終了 まで20年 間にわたって,382ケ 所 において実施さ

れ,受 講者は延べ12,338人 に達 した。また 「チーム訪問」

は,24町 村 において365事 例 に対 して実施された。しか し

なが ら,毎 年事業終了後に行われる関係者によるリハ ビ

リテーシ ョン評価会議において,昭 和55年 頃から次第に

事業のマンネリ化 に対する批判的な意見が出されるよう

になった。それらの意見を集約すると,一方では「リハ ビ

リ教室」が病院のリハ ビリテーション部門の肩代わりの

機瀧 を要求 されていることに対する問題提起であり9),

他方 「家族のためのリハビリ教室」の リハビリテーシ ョ

ン普及の役 目は済んだとい う認識から,在 宅障害者 に直

接指導の手 を差 し伸べ るべ きだという,主 として若い世

代の理学療法士か らの意見であった10)。

　 これ らの意見を踏 まえて,県 側では昭和57(1982)年

に 「チーム訪問」の対象地域 を県内2ケ 所に固定 し,3

年間集中的に実施 してその効果 を検証するという思い

切った事業を展開することになった。この事業は平成2

(1990)年 まで継続されたが,そ の中で上北郡天間林村

を対象 とした 「チーム訪問」事業は,高橋 ら11）,伊藤ら12)

によって報告 された。

　 昭和57(1982)年 には老人保健法が制定 され,機 能訓

練や訪問指導等の地域 リハビリテーションは市町村の事

業 として運営されるようになったが,老 人保健法制定の

10年 も前から実践 された青森県での先駆的な取 り組みは,

その後の老人保健事業発展の基盤 となったことは言うま
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で もない。

　次 に,最 初 の対象地 として選択 された天間林村の

「チーム訪問」事業の内容 と,こ の事業 を現在の視点か

ら再評価するために行 った15年 後の調査結果について,

その概要 を紹介する。

　　　Ⅲ 「チーム訪問」事業の実践とその評価

七戸保健所管内の上北郡内には,昭 和57年 当時 リハビリ

テーション施設を有する医療機関はなく,そ れまで地域

リハビリテーション事業は行われていなかった。年度始

めに行われた県公衆衛生課主催の リハ ビリテーシ ョン評

価会議において,同 保健所管内か ら対象地域を指定 して

欲 しい との強い要請を受けて,公 衆衛生課では理学療法

士派遣の地理的条件 を考慮 した上で天間林村を指定 した。

理学療法士会では県側の要請 に応 じて,三 沢市立三沢病

院及び弘前大学医療技術短期大学部から2人 の理学療法

士の派遣 を決定 した。

　天間林村では村内の脳卒中後遺症者全員の名簿 を作成

し,七 戸保健所 と協議 しなが ら対象 となる12事例 を選定

し,事 前に主治医の承諾を得るように配慮がなされた。

その訪問活動の中で,在 宅障害者の身体機能 と家族の人

間関係に着 目した独 自の評価方法(後 述)が 考案 され

た12)。

　 1.天 間林村の概況

　上北郡天間林村は青森県南部 に位置 し,人 口10,400人,

世帯数2,290(昭 和57年 現在)で,葉 煙草や長芋などの畑

作が盛んな農村である(図1)。 当時の在宅脳卒中後遺

症者数は82人 で,そ のうちの約8割 は何 らかの家族の介

護を必要 としていた。

村内には2ケ 所の開業診療所があ り,ま た南北に約10～

図1　 青森県上北群天間林村の位置図

20キ ロメー トル離れた2ケ 所の公立病院には,当 時はど

ちらもリハ ビリテーシ ョン医療 は不十分であった。地域

住民の健康管理を担 う保健婦は常時3人 お り,そ のうち

1人 は村専属の保健婦で,他 の2人 は七戸保健所からの

派遺及び駐在の保健婦であった。

　 2.「 チーム訪問」事業の内容

　昭和57(1982)年8月 か ら59年12月 まであ しかけ3年 間

にわたって実施 された天間林村の 「チーム訪問」事業は,

各年度10～12人(実 人員は3年 間で19人,延 べ30人)の

在宅障害者を対象 として行われた。対象者の内訳は,男

が17人,女2人 で,平 均年齢64歳,そ のうち脳卒中後遺

症者が17人 で,脳 卒中発病から 「チーム訪問」開始 まで

の経過期間は平均6年 であった。訪問チームメンバーは,

保健婦4人,理 学療法士2人 で,2チ ームを編成 し,毎

年8月 か ら12月 までの5回,毎 月1日 ずつ(1回 の訪問

時間は約1時 間)同 一の対象者を訪問 し指導を行 った12)。

　指導内容は,診 療状況の把握 と身体機能の評価に基づ

いて訓練及び看護計画 を立て,そ れを障害者及び家族に

指導する ものであった。事例 によっては杖や補装具の交

付 申請 と,そ の使用方法等が指導された。昭和59(1984)

年12月 に行われた 「チーム訪問」事業終了後の反省会に

おいては,参 加者の大多数は 「チーム訪問」の意義を認

め,そ の理由として 「訓練内容が自分 に合っていた」「意

欲が湧いた」「家で訓練で きるようになった」 などを挙げ

ていた。

　昭和60(1985)年 度の県環境保健部職員研究発表会に

おいて,当 時天間林村派遺保健婦だった高橋牧子は次の

ように報告 している11)。

　 「なん と多 くの患者(脳 卒中後遺症者)が,機 能回復

の見込みがあるままに,放 置 されていたことか,こ れが

今回の保健婦 と理学療法士 とのチーム訪問の中で常 に考

えさせ られたことである。彼 らのほとん どは,や る気を

もって退院 している。 しか し,い ったん在宅 となった場

合 どうしてよいのかわか らないままに時をす ごし,し だ

いに気力も薄れ孤立化の傾向をたどっているように見受

けられる。そ して地域でひっそ りと暮 らしている。(後

略)」

　 「チーム訪問」事業が終了 した昭和59年12月 に,同 村

では 「交友会」 という名前の障害者の会が結成 された。

また近隣の公立七戸病院のリハ ビリテーシ ョン部門の充

実により,同 病院の協力によって理学療法士の派遺を得

て,定 期 的な機能訓練事業が継続 され現在 にいたってい

る。
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　 3.「チーム訪問」事業の15年 後の評価

　天間林村の 「チーム訪問」事業は,障 害者 ・家族から

高い評価 を得て所期の目的を達成 した。訪問チーム側の

総括 としては,次 の事柄が指摘 された12）。

　 1)1年 に僅か5回 の訪問指導であっても,在 宅障害

者の身体機能の維持 ・向上 に役立てることがで きる。

　 2)訪 問指導の効果をあげるためには,障 害者の心身

機能及び家族関係の適切な評価 を行い,家 族及び住宅環

境に合致した適切な指導計画を示し,具体的な指導をする

ことが必要である。

　天間林村の 「チーム訪問」事業 に参加 した筆者(理 学

療法士)は,同 村八島昭子保健婦の協力を得て,平 成10

(1998)年8月 に対象者19人 の15年 後の動向を知る 目的で

追跡調査 を行 った。その結果,16人 は既に死亡 してお り

生存者は3人 だけであった。

　生存者の うち2人 は脳卒中後遺症の女性で,他 の1人

は頸髄損傷による右上肢障害の男性であった。脳卒中後

遺症者で死亡原因の明らかな10人 については,6人 が肺

炎で,そ の他は癌2人,心 筋梗塞1人,脳 梗塞再発が1

人であった。死亡年齢は平均69歳 で,「チーム訪問」から

死亡 までの経過年数は平均9年(3～9年)で あった。

追跡調査 によって面接できたのは,障 害者本人2人 と,

死亡 した脳卒中後遺症者の配偶者2人 であった13)。

　ここでは,協 力の得 られた4人 のうち,死 亡 した脳卒

中後遺症者の配偶者2人 からの聞き取 りを基に,障 害者

とその家族が「チーム訪問」以後 にどのような状態であっ

たか,に ついて概略を報告する。

　事例Ⅰ　 T.T.男,訪 問時56歳

　52歳 の時に脳出血による左片麻痺 とな り,青 森市内の

病院でリハ ビリテーション治療 を受けたが,高 度な痙性

のため歩行不能と言われ退院 し,自 宅で妻の介護 を受け

ながら,開 業医による往診 と保健婦の訪問指導を受けて

いた。昭和57(1982)年8月 の第１ 回 「チーム訪問」に

おいて,理 学療法士の 「歩けるようにな ります よ」とい

う言葉に励 まされて訓練に励み,2回 目からは次第に身

体機能だけでなく精神面で も改善が 目立つようになった。

訪問事業終了時には杖 と補装具 によって屋内歩行が自立

し,妻 の介助 によって村の機能訓練やデイサービスに参

加するようになった。 しかし,平 成元年に再発 によって

入院 し,退 院後は寝た きりに近い状態であった。

　平成10年7月 に急性肺炎のため入院 し,2週 間後に死

亡 した。72歳 であった。妻は次のように語っていた。

　 「発病後21年 間 も看護 したので悔いはあ りません。再

発 してか らだんだん歩けな くな り,最 後は寝 たきりと

なって朝晩2回 流動食 を入れるのに苦労 しました。つ く

づ く寿命だと思いました。

　訪問指導 を受けた後4～5年 は歩いていた し,頭 の働

きも良 くなって歪んだ字で も年賀状を出せ るようになっ

ていました。私が手伝わなくても,何 で も自分でやれる

ようになった し,毎 日2回 自分で補装具 を履いて家の中

を訓練 していました。いつ も 『交友会』に行 くのを楽 し

みにしていました。保健婦 さんのお陰で,皆 さんのお世

話 になりながらあちこち車椅子で連れて貰 うことがで き

ました。 これまで頑張ることができたのは,良 くなって

名古屋の息子や千葉の娘の所 に行 きたいという夢があっ

たからだと思います。」

　事例Ⅱ　 S.N.男,訪 問時57歳

　 53歳 の時に脳梗塞 による右片麻痺 と失語症を伴い,入

院治療後 どうにか室内を介助歩行で きる状態で退院 した。

昭和57(1982)年8月 の訪問事業開始時は,室 内をつか

まり歩行がで きる程度で,農 作業の多忙な時期は一人で

留守番をしていることが多かった。訪問指導後は杖 と補

装具を使用 して外 出もで きるようになった。「交友会」

には毎回妻 と一緒に参加 し,ム ー ドメーカーとして会を

盛 り上げていた。

　平成5年 頃か ら,長 年の介護による妻 の体調不良に

伴 って本人も次第に身体機能の低下を来た し,八 戸市内

のリハ ビリテーション病院に入院 したが,平 成9年1月

肺炎によって死亡 した。72歳 であった。妻 は次のように

語っていた。

　 「夫の介護 と農作業で無理が重なり,私 自身が3年 前

に入院 しました。なにしろ夫の発病後10年 位はパジャマ

に着替えてゆっくり寝 たことがあ りませんで したから,

疲れがたまったのだと思います。

　車椅子で毎 日2時 間外に連れ出すのが日課で,最 も調

子の良かった頃は私も一緒に 「交友会」 に参加するのが

楽 しみで した。「交友会」では,グ ループ体操でイチ,ニ

イ,と 号令をかけるのが役 目だったし,誰 からも好かれ

て幸せで した。家では左手で字を書 く練習や,ラ ッパ吹

きや尺八 もやったし,私 も介護 日誌 をつけていました。

5年 位前か ら次第に弱 くなって,ト イレに行 くの も間に

合わな くなっていました。私が入院した後は嫁が介護 し

ましたが,食 事がすすまなくなったようでした。嫁 も良

く介護 して くれた し,幸 せだったと思います。」

　まとめ:

　今回の追跡調査によって,僅 か2例 ではあったが配偶

者 を通 して15年 前の 「チーム訪問」が,障 害者の身体機

能面だけでなくQOL(人 生の質的側面)に おいて,ま た

家族の介護負担による生活の危機的状況 を立て直すため

にも大 きな役割を果 したことを実証できた。 さらに,村

の障害者対策事業の面で も発展を促す契機 となったこと
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を知ることがで きた。

　天間林村の 「チーム訪問」の対象は,障 害者が男性で

介護者が妻という農村の典型的な事例が多 く,そ の殆 ど

は三世代家族であった。今回家族 と面接することができ

た2事 例 は,ど ちらも50歳代で発病 した重度の脳卒中後

遺症者であったが,年 齢が比較的若 く家族 は協力的で

あった。この2例 に対 しては,筆 者 らは 「チーム訪問」

後 も追跡調査 を行ってお り,ま た電話や郵便等によって

生活状況の概略 を把握 していた。今回は15年 後の追跡調

査 となったが,「チーム訪問」によって心身の機能が改善

し,10年 以上その機能 を維持 した後,一 般住民 と大差が

ない年齢にまで生存 した(青森県男性の平均余命は74.71

歳)。しか も,単 に生存 していただけではな く,「チーム訪

問」後の4,5年 は積極的に外出し社会的な活動に参加す

ることが生 き甲斐 となっていた点が注 目された。

　事例Ⅱ の場合,配 偶者の健康問題が障害者本人の機能

に大きく影響 していた。先行研究においても,石 川ら14)

によって,家 族の健康状態が障害者の身体機能や,家 族

の人間関係 にも影響 を与えることが明らかにされている。

地域 リハ ビリテーシ ョン事業 を展 開するにあたっては,

障害者本人の身体機能に目を向けるだけではなく,家 族

の状況や介護者の健康状態にも注意を向けることがいか

に大切かを,本 事例 を通 して改めて痛感させ られた。

　　　Ⅳ　初期の地域 リ八ビリテーション ・マイン ド

　　　　　　　　　　　に学ぶもの

　青森県 において行われた初期の地域 リハビリテーショ

ン事業に関 して,現 在の視点から見直 し,次 の2点 につ

いてその今 日的意義を考察する。第1に は,医 療機関に

おけるリハビリテーションが主体であった昭和40年 から

50年代 において,地域 リハ ビリテーションが社会的認知

を得る画期的な事業となったこと。第2に,限 られた数

の地域保健専門職が職種や所属機関の枠 を超えて力を結

集 し,20年 間 も事業を継続 し新 しい老人保健事業導入の

基盤 となったことである。

　 1.地 域 リハビリテーションの社会的認知

　一般的に地域保健活動は,地 域の情報収集 ・分析,計

画,実 践,評 価の段階を経て行 われる。これにリハビリ

テーションの視点 を加えて経験的に実践 されたのが,初

期の青森県の例であった。そこには,第 一線で活躍する

保健婦 と理学療法士の,脳 卒中という“業病” に悩 む人

たちに対 して,“何 とかしたい”とい うひたむ きな動機が

あった。また,不 十分なものではあったが,事 業の実践後

には必ずサービス提供側 と受け手側か らの評価を行 うよ

うに計画されていた。 これらの評価 は,当 時誕生 して間

もない理学療法専 門職に対する最初の社会的認知の機会

でもあった。

　 しか しなが ら,欧 米先進国か らの知識技術の紹介や医

学的な基礎的研究優位の時代にあって,こ の ような泥臭

い活動を学会等で発表するには,か なり勇気のいる仕事

であった。

　現在,少 子高齢社会への対応策が模索 されている中で,

地域 リハ ビリテーションに関する研究業績が少 しずつ蓄

積 され,関 連学会等 において も一定の位置を占めるよう

にもなってきている。特に理学療法士を養成す る教育機

関においては,地 道な先人達の歩んだ歴史か ら学ぶ もの

は多い。それ らの活動の多 くは,決 して今 日の高齢社会

の到来を予測 した先見性 をもっての実践ではなかったが

(冒頭に紹介 したように,青 森県理学療法士会 としては

む しろ不純 な動機からであった),そ こには“患者から

学ぶ” という医療専門職 としての基本的な姿勢 と,ど う

にか して中央の進 んだ知識技術 に追いつきたいという,

いわば“知的ハ ングリー精神” があったように思われる。

　 ちなみに,平 成元(1989)年10月 に行われた青森県理

学療法士会の創立20周 年記念学術集会 において,日 本理

学療法士協会の奈良勲会長から次の言葉を贈 られた。
"A
omori　Original　Mind　Overcomes　Rehabilitation

Ignorance".こ の言葉は,そ のまま青森県理学療法士会の

モ ットー として会員に受け継がれている15)。

(頭文字をつなぎ合わせるとAOMORlと なる)。

　 2.地 域保健チームとしての連携の意義

　地域保健福祉事業において,事 業の成否は関連職種間

の協力体制に関わってお り,中 でも鍵 となるのは地域の

保健婦の調整能力であろう。青森県の初期の地域 リハ ビ

リテーション事業において,理 学療法士 と保健婦は職種

や勤務先の違いを超えて集結することが出来たが,そ の

他の保健医療関係者 との連携意識は必ず しも高 くなかっ

た。事業計画の段階で,県 公衆衛生課側では県医師会や

市町村 を後援団体 として協力を依頼 し,ま た同県社会課

を通 して福祉事務所 との連携 を図るのを常 としていた。

地域 リハ ビリテーシ ョン事業 は医療機関に恵まれない地

域で行われることが多いため,現 場の保健婦側では特に

地域の開業 している主治医 に対 しては気を使 うことが多

く,事 前の承諾を得ることは必須の条件であった。

　他方,補 装具の交付 申請等 については,福 祉 関係者や

補装具製作所側の協力 によって,障 害者の医療機関への

通院を最小限にして,型 どりと仮合わせは在宅のまま行

うことがで きた。何 よりも,補 装具が出来上がった後の

歩行状態 を家庭 においてチェックできたことは,医 療機

関におけるリハ ビリテーション医療に勝 る大 きな利点で

あった。

　この ように,地 域住民 に対する日常の保健業務だけで
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なく,地 域の専門職に対する保健婦の調整能力には刮 目

するべ きものがあ り,保 健婦の力量が市町村 における老

人保健事業の発展 につながっているように思われた。

　 これらの事業 を,国 庫補助のない全国最初の県単独事

業として,舵 取 り役 を果たした当時の県公衆衛生課 ・花

田 ミキ衛生看護指導監は,平 成4(1992)年 に発行 され

た 「家族のためのリハビリ教室」20年 後の記念誌の中で,

「異なる職能を結びつけ,相 乗効果 をあげた現場保健婦

の力を再確認 した」 と述べている16）。

　 しか しなが ら,こ のような初期の保健婦 と理学療法士

だけの共同作業には自ず と限界がある。地域 リハ ビリ

テーションを,地 域 を基盤 として医療機関 ・施設を包含

した幅広い活動 として考えるな らば(あ るいは現在のケ

アマネジメン トの視点か らは),看 護職 をは じめ医師,作

業療法士,言 語治療士,義 肢装具士などリハビリテーショ

ン専門職の参加や,必 要に応 じて社会福祉士 ,介 護福 祉

士,臨 床心理士,建 築士等の専門職からも参加出来るよ

うな体制作 りが必要である1７）。公的介護保険の導入が 目

前迫った現在 においては,行 政側 もこれらの専門職 との

連携 と,地 域の実情 に見合った組織作 りに向けて主体的

な取 り組みが求め られる。

　　　　　Ⅴ 　教育研究対象 としての課題

　 1.教 育対象としての地域リ八ビリテーション

　 日本 における理学療法士の養成は,昭 和38(1963)年

に設立された国立療養所東京病院附属 リハビリテーショ

ン学院において,三 年課程の専門学校 として開始 された。

昭和54(1979)年 に国立の短期大学 として始めて金沢大

学医療技術短期大学部に理学療法学科が設置され,そ の

後多様 な養成課程 による養成施設が開設 された。特 に

1992年 頃か らは厚生省の高齢者保健福祉計画に呼応 して

毎年ほぼ5校 ずつ新設 され,平 成11(1999)年4月 現在

で108校(入 学定員は3,673人)に 達 し,そ の中で四年制

大学は国公私立合わせて16大 学 と,養 成校全体の15%を

占めるようになっている。

　以上のように,三 年制の専 門学校が主体 となって行わ

れて きた理学療法士養成の歴 史の中で,地 域 リハ ビリ

テーションをカリキュラムに取 り入れてきた養成校 は極

めて少 なかった。その中で,昭 和55(1980)年 に全国2

番 目の三年制短期大学 として開設された弘前大学医療技

術短期大学部理学療法学科のカリキュラムには,3年 次

から地域 リハビリテーションに関する授業が導入 され,

その効果的な教授方法が模索 された。 また昭和57年 に開

設 された宮崎県の宮崎リハ ビリテーシ ョン学院において

も,地 域 リハビリテーションに関するカリキュラムが取

り入れ られ,特 に離島においての地域実習が特徴的で関

係者の注 目を集めた18)。

　 弘前大学医療技術短期大学部の場合は,地 域 リハビリ

テーションの授業の中で,特 に地域の保健センターや施

設に出向いての実習は,問 題解決型の教育方法 としても

効果的であることが報告されていた19、20)。その後,伊 藤

によって昭和63(1988)年 に理学療法学科の卒業生 に対

する意識調査が行われた。結果は,第1期 卒業生から6

期生 まで112人 中91人 か ら回答が寄せ られたが,そ の中の

53%は 業務 の 中で何 らかの地域 活動 に参加 してお

り,76%は 在学中に体験 した地域実習が役 に立っている

と回答 した。また,勤 務先の病院等で地域活動が行われ

ていない場合 も,日 常業務の中に在学中に学んだ地域 リ

ハ ビリテーシ ョンの知識や理念が生かされていると回答

してお り,こ の授業が高齢化に向けて急速 に傾斜する社

会の要請にマッチ していたことが確認された19)。

　平成ll(1999)年4月1日 から,理 学療法士作業療法

士学校養成施設指定規則の一部改正 によって,教 育内容

が 「基礎分野」「専門基礎分野」「専門分野」の3分 野にま

とめ られ,専 門分野の中に 「地域理学療法学」(4単 位)

が新設 されることになった。また,臨 床実習(18単 位)

については,実 習時間の3分 の2以 上は病院又は診療所

において行うこととされ,医 療機関以外の施設を実習施

設 として利用できることになった。

　 このように,高 齢化社会対策の一環 として理学療法士

養成校の増設が進むに伴 って,指 定規則 による規制が大

きく緩和 され,従 来の医学的モデルによるカリキュラム

から,社 会的モデルによる理学療法教育へ とシフ トされ

ることになった。 しか しながら,前 述のように専門学校

による養成が全体の約75%を 占める日本の理学療法教育

の現状からは,今 回の指定規則改正によっても地域 リハ

ビリテーションの理念が急速 に普及するとは考えにくい。

　 もともと医療職 として教育され国家資格 を付与 された

理学療法士 は,医 療機関の場で仕事をするように教育さ

れていても,「生活」 とい う相手の土俵で勝負するように

は教育 されていない。「生活」 を基盤 とする地域社会の中

で,相 手の持っている潜在的な能力を引き出し,生 活の

再構築を支援 してい くためには,単 に理学療法技術 だけ

でなく,心 理・社会学的知識や住宅改修,社 会福祉学,経

済や行政面等の学際的な知識 を必要 とし,他 職種 と共同

で仕事 をすることに慣れなければならない。そのために

は,現 在の三年制短大や専門学校教育 には限界があ り,

将来は,日 本において も諸外国 と同様 に四年制大学卒が

理学療法士の基礎学歴 となるように期待 される。そうな

ることによって始めて,地 域 リハ ビリテーシ ョンが教育

の対象 として市民権を得たと言えるのではないだろうか。

そのためには,わ れわれ理学療法士 自身の一層の努力に

よって,国 民のコンセンサスを得ることが必要である。
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　 2.研 究対象と しての地域リハビリテーション

　 日本理学療法士学会における地域活動の研究発表は,

少数ながら既に第5回 学会(1970年,福 島市)か ら見 ら

れた。その内容は各地で行われているリハビリテーショ

ンサービス事業の紹介や ,そ の成果についての報告が主

体であった。現在、日本理学療法士学会等における地域

リハ ビリテーションに関する研究発表は,毎 年学会発表

全体の10～15%程 度に増えている。 しかし,そ の内容は

依然 として単発的な事業の実績報告程度のものが多 く,

長期的視点からの事業の運営方法や評価を目的とした実

証的な研究は少 ないように思われる。

　筆者自身は,第8回 日本理学療法士学会(1973年,大

阪市)に おいて秋 田県南秋田郡の2町 村 における在宅脳

卒中190例 の実態調査報告を行ったのが最初の経験で,後

にそれを論文 として発表 した21)。前述のように,当 時は

そのような泥臭い内容のものが,果 たして研究 として学

会発表する価値があるのかと不安をもっていたが,指 導

を受けた医師の励 ましや,発 表後の先輩理学療法士から

の高い評価 によって自信を得ることができ,そ れが現在

につながっている。

図2　 在宅障害者実体調査で使用した調査票(部 分)
この調査票 では在宅障害者 のADLをBarthel　 Indexで 評価 し、家族関係 評価

表の質問 を2、3ペ ー ジに、住 環境 に関す る質問を4ペ ー ジに加 えている。
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　 その後,昭 和55(1980)年 に赴任 した弘前大学医療技

術短期大学部においては,地 域 リハビリテーションにお

ける教育方法改善を目的 として研究を継続 し,地 域活動

実習が問題解決型の教育方法 として優れた効果があるこ

とを提唱 した19,22)。

　平成6(1994)年,青 森市で開催された第29回 日本理

学療法士学会において,「地域社会 における障害予防」 と

いうテーマの一般公開シンポジウムが行われた。筆者は

学会長基調報告 として,「在宅障害者家族関係評価表」 を

使用 した青森県津軽地方の在宅脳卒中後遺症者121例 を

対象 とした実態調査報告を行 った23)。この評価方法は,

障害者側の3つ の指標(身 体機能,回 復意欲,社 会参加)

を,家族側の3つ の指標(介 助量,障 害者に対する理解,社

会参加)と 対比させて,そ れぞれ15点 を与え,合 計30点

満点になるように構成 されている(図2)。 この得点の

変化を図示することによって,家 族関係の変容を知るこ

とができ,また在宅障害者の家族関係 を4群 に類型化す る

ことによってリハビリテーシ ョン事業の評価 に反映でき

るように考案 されたものである(図3)24、25)。

　　図3　 家族 関係評価表 による型分類 の代表 的事例

　機能訓練事業に参加する前後の図形の変化によって、家族関係の変容を
知ることができる(波 線は参加前、実線は参加2年 後)。

　Ⅰ群及びⅡ群では機能訓練事業参加後に図形の拡大がみられ、特にⅠ群
は障害者側の得点と対応する家族側の得点が拡大している。Ⅲ群及びⅣ群
はでは、機能訓練事業参加後も図形は全く変化していない。特にⅣ群は、
身体機能が他群と同レベルにありながら、全体として小さく縮まった状態

である。(文献24に よる。)



　この基調報告の中で,機 能訓練事業の評価にあたって

は,単 に在宅障害者の身体機能だけを対象 とするのでは

なく,家 族 との人間関係に着 目しなければ適切な評価は

で きないことを主張 した。

　 さらに,1995年 には初めて参加 した世界理学療法連盟

学会(Washington　 D.C.)に おいて,わ が国の地域 リハビ

リテーションの紹介 を兼ねて,在 宅脳卒中後遺症者の機

能訓練事業の評価についてポスター発表 を行 った26)。他

国の理学療法士 との討論か ら受ける感触 としては,地 方

自治体が企画運営する日本型地域 リハ ビリテーションに

は彼 らも関心を寄せ,先 進国の高齢化社会対策 を示す1

つのモデルとして受け取 られたようであった。

　現在地域 リハ ビリテーシ ョンは,ケ アマネジメントと

い う日本においては未だな じみの薄い概念に包括 された

形で取 り組みが行われようとしている。ケアマネジメン

トの枠組みの中で,社 会資源 としての理学療法士活動 は

どうあるべ きなのか,あ るいはケアマネジャー としての

理学療法士の役割についてはどうなのか,な ど新たな方

向性を探っていくことが必要になる。当然のことなが ら,

この分野の学際的な研究が今後一層重要となる。

　　　　　　　　　　Ⅵ　 結び

　青森県において昭和46(1971)年 から実践 された保健

婦 と理学療法士 を中心 とする地域 リハビリテーションの

今 日的意義について考察した。 また,こ のような地域 リ

ハ ビリテーシ ョンに,教 育研究上の課題 として今後どの

ように取 り組むかについて私見を述べた。

　平成11(1999)4月 に開設 された青森県立保健大学健

康科学部においては,カ リキュラムの特徴 として,看 護,

理学療法,社 会福祉の3学 科の合同授業科 目として保健

福祉概論やケアマネジメント関連のカリキュラムが組ま

れている27)。この大学が,真 に地域 に開かれた大学 とし

て,地 域保健福祉関係者 との共同研究を推進することが

で きるならば,地 域の実情 に合致 した在宅ケアの構築が

期待できる。

　前述の先駆的な地域 リハビリテーション事業によって,

青森県内には保健福祉専門職が連携 し活動する土壌がで

きている。このようないわば産学共同研究は,先 人達が

培った土壌 に種 を蒔 くことになり,将 来は卒業生の手に

よって花実を付けることに繋がる。

　 筆者 を含めて第一世代の保健婦や理学療法士達が,マ

ンパ ワーの絶対的不足の中で自分達の職業に自負を持 ち

続 けることがで きたのは,地 域住民からの強い支持が

あったからに他ならない。そのことを,ぜ ひ保健福祉専

門職を目指す若い世代 に知っていただきたい し、これか

らも地に足の着いた活動 を忘れてはならないと自戒 して

いる。

　稿を終 えるにあた り,長 年 にわたってご指導を賜 った

花田ミキ先生に深謝申し上げます。

　　　　　　　　　　　 (受理 日:平 成11年8月30日)
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